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ジャマイカ政治・経済月間情勢（２０２３年９月） 

【要旨】 

内政では、地方自治体選挙は 17億ドルの予算が計上され、来年 2月実施に向けての準備

が進んでいる。経済では、S&P社による格付けが「BB-」に引き上げられ、輸出収入が 37%増

加した。外交では、地元企業の中南米市場への輸出開拓が急がれる。また、2021 年のジャ

マイカ人の海外移住先は米国が最も多く、次いでカナダ、英国で合計約 1 万 9 千人強であ

ったが、全体として 38.4%減少した。またデング熱の流行が宣言された。 

 

1 内政 

（１） 共和制への移行関連 

新学期が始まり、憲法改正委員会（CRC）はジャマイカが共和国になるまでの道のりに

若者を参加させる予定である。CRCのメンバーであるスジェー・ボスウェル氏は、憲法改

正のプロセスを通じて若者が関与し、議論に加わることが重要であると述べ、このプロセ

スへの若者の参加を促進するために、国連児童基金（UNICEF）ジャマイカとのパートナー

シップがあることを指摘した。CRCはまた、ジャマイカ全土のさまざまな若者で構成され

る青少年小委員会の設立を支持している。同委員は、特に中学・高校と大学をターゲット

にし、大学レベルではジャマイカ高等教育学生連合と提携し、中高レベルでは全国中高学

生協議会と提携すると述べた。（8日付グリーナー紙） 

（２）地方自治体選挙 

ア ジャマイカ選挙管理局(EOJ)は、憲法上 5ヶ月後に予定されている地方自治体選挙

の承認を得るために、17 億ドルの予算が財務省に提出されたことを確認した。こ

の予算は、2022 年 2 月に実施されると予想されていた 2021 年 12 月に提出された

予算より 70％増となる。昨年 12月、グラスポール・ブラウン選挙管理局長は、EOJ

は選挙当日の作業員と彼らを訓練する人員をリクルートするプロセスを開始した

が、予算が承認されるまでは訓練は開始されないと述べた。10日（日）に、政権与

党であるジャマイカ労働党（JLP）の第２地域審議会は、自治体選挙に向けた選挙

キャンペーンを開始した。JLPのジェームス・ロバートソン副党首は、党には強力

な候補者集団がいると述べた。第２地域審議会は、セント・キャサリン、セント・

メアリー、ポートランド、セント・トーマスの各教区で構成されている。同副党首

は、候補者の 90％以上が選ばれたと明かした。野党の人民国家党（PNP）のデイト

ン・キャンベル総裁は 1週間前に記者団に対し、党は選挙に必要な 228 人の候補者

のうち 213人を確保していると述べた。キャンベル氏によると、残りの 15人の候
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補者は評価過程にあり、党の地域委員会が面接を行っている。 

イ ジャマイカ選挙管理局(EOJ)は、地方自治体選挙の準備がかなり進んでいると発表

した。アンドリュー・ホルネス首相は、まだ投票日を発表していないが、選挙はま

もなく実施されるとの憶測が飛び交っている。三度延期された地方自治体選挙は、

現在のところ来年 2月までに行われる予定である。グラスポール・ブラウン選挙管

理局長は、Nationwide This Morningの取材に対し、EOJは準備を完了させるため

に非常に厳しいスケジュールを設定していると語った。政府は地方自治体選挙の

ために 17億ドルを用意している。ブラウン氏によれば、選挙当日の作業員 2万人

を訓練する予定だという。（１４日、２７日、２８日付各紙） 

（３） 野党党大会「あらゆる鎖を断ち切れ」 

マーク・ゴールディング野党党首は 17日（日）、野党・人民国家党（PNP）第 85回年次

大会の一般公開セッションでの演説の冒頭で、喝采を送る同志たちやジャマイカにおい

て、幅広く国を縛っている「あらゆる鎖を断ち切る」時が来たと語った。同党首は、幅広

い問題に焦点を当てた熱のこもった演説の中で、党は財政の安定から、より良いジャマイ

カを築くための経済変革に移行する使命を担っているとも述べた。セント・アンドリュー

県のナショナル・アリーナで行われた演説の冒頭のこの一節は、2週間前の 3日(日)にセ

ント・アンドリュー南部の選挙区会議において、同党首が奴隷制度の寸劇に参加して以来、

彼が受けている批判に対する明確な返答であった。その寸劇の中で同党首は、アンドリュ

ー・ホルネス首相に束縛されていると述べた支持者の首に巻かれた鎖の鍵を開けた。その

結果、批評家たちは同党首と PNP が奴隷制度という国の辛い経験を軽んじていると非難

した。しかし、同党首は批判に傷つきながらも、17日（日）に反撃を開始し、同党首の家

族がジャマイカに尽くしてきた歴史を指摘しつつ、政敵に脅かされることはないと述べ

た。演説後、同党首はジャーナリストとのインタビューにおいて、カリブ海司法裁判所と

ジャマイカ国家元首の問題が同時に解決しなければ、野党は改革プロセスを支持しない

のかとの質問に対し、「現時点ではそれをテーブルの上に置きたくはないが、一方を進め

てもう一方を進めないことにはほとんど関心がない。それはまったく意味がなく、英国枢

密院をジャマイカの最終裁判所とする現行制度は奴隷制度から生まれたものであり、

我々の前進の証として、ジャマイカが設計に協力し、資金調達にも貢献したカリブ海司法

裁判所を採用する必要がある。カリブ海司法裁判所は優れた裁判所であり、その判決の質

は国際的にも高く評価されている。私たちは英国枢密院を最終裁判所とすることで国民

から司法へのアクセスを奪っているのだから、このカリブ海司法裁判所なしで前進する
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ことには何の興味もない。それが最終的に国会での投票にどのような意味を持つかにつ

いては明らかである。」と述べた。（１８日付オブザーバー紙） 

（４） 上院議員俸給は据え置き、と財務大臣 

内閣閣僚ではない上院議員に支給される俸給に関し、財務・公共サービス省は大幅な増

額は実施しないと発表した。2008 年の閣議決定以前は、議員の報酬は会議 1 回につき千

ドルで、公的機関の理事会報酬の最高額は会議 1回につき 6千ドルであった。さらに、前

回 2019 年に公共団体理事会費が引き上げられた際、上院議員の俸給は 2008 年の閣議決

定に従って自動的に調整され、2020 年 4 月に施行されている。閣僚でない議員には、上

院議会に出席するごとに俸給が支払われる。財務・公共サービス省の技術官僚が作成した

通達によると、議員に支払われる俸給は、上院の議席ごとに 5万 3千ドルから 14万 8千

ドルに増額されるべきとある。議員への俸給は、最近実施された公共部門の分類変更では

増額されなかった。（２６日付オブザーバー紙） 

 

２ 経済 

（１） S&P、ジャマイカの格付けを「BB-」に引き上げ 

スタンダード・アンド・プアーズ・グローバル・レーティングス（S&P）は、ジャマイ

カの外貨建て／自国通貨建て長期発行体デフォルト格付けを「B+」から「BB-」に引き上

げた。S&Pの格付けは、ジャマイカの債務残高対 GDP比が中期的に緩やかな財政黒字に牽

引され、減少を続けるとの予測を反映している。S&Pによると、ジャマイカ政府の利子負

担は依然として高いが、来年度中に歳入の 17.5%まで低下し、2026年には 15%未満になる

と予測している。S&P はまた、今後 4年間の対外収支を支える経済成長の継続も予測して

いる。ナイジェル・クラーク財務・公共サービス大臣は、1999 年に S&P がジャマイカの

公的債務の格付けを開始して以来、今回の格付けはジャマイカにとって最高のものであ

ると述べた。同大臣は、ジャマイカの信用格付け引き上げの利点は、ジャマイカがより良

い条件で融資を受けられるようになることであり、長期的には教育、保健、安全保障、イ

ンフラへの支出をより多く確保できるようになることであると述べた。また、ジャマイカ

が投資先としてより魅力的になり、より多くの投資、より多くの経済活動、そしてジャマ

イカ人のためのより多くの雇用につながる。この歴史的な格上げは、特に COVID-19パン

デミックの壊滅的な影響の後、政府の経済回復優先政策が実を結んでいることの証明で

あると同大臣は主張した。（１３日付 RJRニュース・オンライン） 

（２） ジャマイカの輸出収入 37%増 

ジャマイカ統計局（STATIN）が 22日(水)に発表したデータによると、ジャマイカの輸
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出収益は、2023 年 1 月から 5 月までの期間において、2022 年の同様の期間と比較して、

ほぼ 37％増加した。STATINによると、この期間の輸出総額は 8億 8,000万米ドル弱であ

った。これは 2022 年 1 月から 5 月に記録された 6 億 4400 万米ドルから増加し、ジャマ

イカの収益が 37％増加したことを意味する。鉱物性燃料等の輸出が 17.8％、粗原料が

151％増加したことが主な要因である。STATIN によると、国内輸出は期間中に増加し、6

億 5,400 万米ドルとなった。これは 2022 年比で 22％の増加である。さらに、再輸出は

105％近く増加し、2億 2,500万米ドルとなった。鉱業と採石業は国内輸出の最大要因で、

全体の 74％を占めた。輸入も 4％近く増加した。その総額は 31億 2800万米ドルで、2022

年の同時期に使われた 30億米ドル強から増加した。2023年 1月から 5月までのジャマイ

カの 5つの主要貿易相手国は、アメリカ合衆国、中国、ブラジル、日本、トリニダード・

トバゴであった。（２８日付ネーションワイド・ニュース・ネットワーク） 

 

３ 外交 

（１） 地元企業、ラテンアメリカ市場の開拓を急ぐ 

ジャマイカの零細・中小企業（MSME）は、事業拡大を目指す中南米（LATAM）市場への

参入を奨励されている。オービン・ヒル産業・投資・商業大臣は、ジャマイカからドミニ

カ共和国、メキシコ、コロンビア、チリ、コスタリカ、パナマを含むラテンアメリカの相

手国への輸出を増やすことに重点を置き、強力な貿易関係を築き、経済的結びつきを強化

するための協調的な努力が必要であると指摘した。ジャマイカの商品やサービスをより

多く生産し、輸出する企業を支援するため、同省は堅実な財政支援を行ってきたと説明し

た。ジャマイカ投資促進庁 (JAMPRO)の輸出マックス・プログラムには 85 の企業が参加

しているが、このプログラムは国際的な市場機会を活用し輸出収益を増加させるために、

確たる競争力を示すことで、輸出可能な企業群を開発することを目的としている。同大臣

は、これがジャマイカが裕福な国になる唯一の方法であり、一人当たりの低い GDPを増加

させなければならないと主張した。一方、エドムンド・バートレット観光大臣は、ジャマ

イカの業界関係者によるラテンアメリカ市場でのビジネスチャンスに関する情報収集の

必要性を指摘し、ラテンアメリカ市場は同じ歴史を共有し、文化的なつながりがあり、地

理的に近く、協力のための強固な基盤があると述べた。ラテンアメリカは計り知れない経

済的潜在力と多様性を秘めた地域であり、人口 6億 5千万人以上、GDPの合計が 5兆米ド

ルを超えるこの地域は、事業拡大を目指す企業にとって幅広い機会を提供している。ドミ

ニカ共和国の例を挙げると、同国からジャマイカへの輸出額は 1 億 1,566 万米ドルであ

り、ジャマイカは 2022年に 270万米ドルの商品とサービスを輸出した。ドミニカ共和国

のアンジー・マルティネス駐ジャマイカ大使は、同国の対ジャマイカ輸出を 1年間で 39％
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増加させるという重要な役割を果たしたと称賛され、今度はジャマイカが同じことをす

る番だと述べた。（８日付ジャマイカ広報局） 

（２） 2021年、1万 9千人強のジャマイカ人が米国、カナダ、英国に移住 

2021年の 1年間、合計 19,063人のジャマイカ人が米国、カナダ、英国で永住権または

市民権を得るためのビザを取得した。先日下院に提出されたジャマイカ企画庁（PIOJ）の

2022 年経済社会調査によると、ジャマイカからの移民の渡航先として、カナダや英国に

比べ、依然として米国が主な移住先として選ばれているが、移住者数は 38.4％減少して

いる。カナダについては、2019年（2,342人）に比べ、2021年（4,045人）はジャマイカ

からの移民が多かった。全体として、2019年と比較してジャマイカからの移民は 31.9％

減少している。同文書によると、2021年にカナダへの永住権を付与された移民は計 4,045

人。これは前年比 99.3パーセントの増加となった。カナダへの移住者の大半は労働年齢

に当たり 81.7％を占めた。永住権を取得したジャマイカ人のうち、30 歳から 34 歳のグ

ループは 585 人で、14.5 パーセントを占め、35 歳から 39 歳のジャマイカ人はカナダへ

の移住者の 2 番目に多いグループで、14.1 パーセントを占めた。英国国籍は、居住、結

婚、資格、その他の 4 つのカテゴリーのいずれかに該当する申請者に付与された。2021年

の移民データでは、合計 1,549 人のジャマイカ人に市民権が与えられ、前年比 22.9％減

少した。（１３日付ジャマイカ広報局） 

 

４ その他（デング熱流行宣言） 

（１）保健省、デング熱流行を宣言 

  通常の 9 月に比べて、デング熱感染者数が増加しており、9 月 22 日時点でデング熱疑

い例、推定例、確認例 565人を記録。感染者の大半はキングストン・セント・アンドリュ

ー県、セント・キャサリン県、セント・トーマス県で確認。最も多いのはデング熱 2型で、

最後に流行したのは 2010年である。現時点でデング熱関連の志望者は分類されていない

が、死亡者 6名を調査中。（23日付保健省発表） 

（２）保健省、献血を呼びかけ 

  デング熱発生により、血液及び血液製剤の需要増加が予想されるため、保健省は、献血

を奨励。保健省プレスリリースにおいて、「流行が激化し、症例が重度のデング熱に進行

した場合、献血が必要になる可能性が高い」と述べた。「デング熱は通常は軽度の病気で

あるが、場合によっては重篤な症状に進行する可能性がある。」献血は 17歳~60歳、健康

状態良好、体重は 110 ポンド以上。（28日付 Loopニュース） 
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